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「医師の働き方改革に関する検討会」が医師の労働時間短縮に

向けた取組を緊急アピール 

 

 
「働き方改革実行計画」（平成 29 年３月 28日働き方改革実現会議決定）を受けて、

厚生労働省が設置している「医師の働き方改革に関する検討会」が、このたび、医師の

睡眠確保の重要性を踏まえ、医師の労働時間短縮に向けた取組の着実な実施を求める

声明を取りまとめましたので公表します。 

 

同検討会は、医師に対する時間外労働規制の具体的な在り方、労働時間短縮策等に

ついて議論を重ね、本年２月には「医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組」（以

下、「緊急対策」という。）をとりまとめています。厚生労働省は、都道府県等を通じ

て緊急対策を周知し、医療機関に対し医師の労働時間短縮を行うよう求めてきました。 

 

同検討会では更に議論を重ね、医師の健康確保について、睡眠の重要性をエビデン

スに基づき議論する中で、勤務医が一定の睡眠を確保できる労務管理の重要性が改め

て確認されたことから、勤務医の睡眠確保のためにも、緊急対策に掲げた医師の労働

時間短縮に向けた取組を確実に進めることを求めています。 

 

医師の睡眠確保に有効と考えられる取組として、タスク・シフティング（業務の移

管）の推進、産業保健の仕組みを活用した睡眠不足医師のスクリーニングと把握され

た睡眠不足医師への配慮、当直明け負担軽減や勤務間インターバル確保が示されてい

ます。 

 

厚生労働省としては、本内容を都道府県や病院団体等を通じて本年２月の緊急対策

とあわせて各医療機関に周知するとともに、緊急対策の内容について、本内容も参考

にしながら、各医療機関において、できるものから速やかに実行していただくよう改

めて求めていくこととしています。 
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（参考）【緊急対策の項目】 

１ 医師の労働時間管理の適正化に向けた取組 

２ ３６協定の自己点検 

３ 既存の産業保健の仕組みの活用 

４ タスク・シフティング（業務の移管）の推進 

５ 女性医師等に対する支援 

６ 医療機関の状況に応じた医師の労働時間短縮に向けた取組 

 



           

医師の労働時間短縮に向けて 

 

平成 30 年 12 月１４日 

医師の働き方改革に関する検討会 

 

医師の働き方改革に関する検討会においては、2024 年４月から適用される医師の

時間外労働規制のあり方や、医師の労働時間の短縮策についての検討を進めています。 

 

 本年２月には「医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組」をまとめ、 

 

１ 医師の労働時間管理の適正化に向けた取組 

２ ３６協定等の自己点検 

３ 既存の産業保健の仕組みの活用 

４ タスク・シフティング（業務の移管）の推進 

５ 女性医師等に対する支援 

６ 医療機関の状況に応じた医師の労働時間短縮に向けた取組 

 

について、できることから自主的な取組を進めていただけるよう、厚生労働省から都

道府県等を通じて周知を図っています。 

 

 今秋以降の検討会における議論では、医師の健康確保の観点から、睡眠の重要性を

エビデンスに基づき議論し、勤務医の皆さんが一定の睡眠をきちんと確保できる労務

管理をしていく重要性について、改めて確認したところです。 

 

このため、個々の医療機関において、以下のポイントを意識して上記「緊急的な取

組」に確実に取り組んでいただきたいと考えています。 

 

○ タスク・シフティング（業務の移管）により日中の業務を含めて医師の業務が削

減できれば、その分、時間外労働時間が短くなります。また、当直中のタスク・

シフティングにより、医師がまとまった仮眠が取りやすくなるとも考えられます。 

○ 既存の産業保健の仕組みを活用して特に睡眠が取れていない医師をスクリーニン

グし、その健康状態を踏まえ、勤務において配慮することも有効です。 

○ また、長時間の連続勤務にならざるを得ない場合でも、医療機関の状況に応じて、

当直明け負担軽減、勤務間インターバル確保等によってその後にまとまった休息

を取らせ、疲労を回復できるようにすることも有効です。 

 

 各医療機関における「緊急的な取組」が実際に医師の労働時間短縮や医師の健康確

保につながっているか振り返っていただき、実効性のある取組の実施をお願いします。 

別添 
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医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組 

 

 

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 ２ ７ 日 

医師の働き方改革に関する検討会 

 

 

 医師の働き方改革に関する検討会においては、医師の時間外労働規制の施行

を待たずとも、勤務医を雇用する個々の医療機関が自らの状況を踏まえ、でき

ることから自主的な取組を進めることが重要と考え、以下のとおり、医師の労

働時間短縮に向けた緊急的な取組をとりまとめた。このうち、１～３について

は、現行の労働法制により当然求められる事項も含んでおり、改めて、全医療

機関において着実に実施されるべきである。 

これらの取組は、一人ひとりの医師の健康やワーク・ライフ・バランスの確

保と、医療の質・安全の向上のためにこれまでとは異なる新しい働き方を生み

出していくこと、若手医師のキャリア形成を応援できる勤務環境を整えていく

ための第一歩である。そのため、医療機関において経営や組織運営全般に責任

を持つ立場や、個々の医療現場の責任者・指導者の立場にある医師が主体的に

取り組めるよう支援していくことが重要である。 

したがって、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、厚生労働省による好

事例の積極的な発信、各種補助金による医療機関への財政的支援、都道府県に

設置されている医療勤務環境改善支援センターの労務管理アドバイザーの訪問

などによる積極的な相談支援、各病院団体等による支援がなされることが重要

であり、そのような取組を強く求めるとともに、実施状況を今後の議論の参考

としたい。 

 また、医師の負担軽減や勤務環境の改善に資する診療報酬での対応を図るこ

とは重要である。 

さらに、医師の勤務負担の軽減、労働時間の短縮に向けては、患者やその家

族である国民の理解が欠かせない一方、医療を必要とする人が受診しづらい、

受診を控えざるをえないといった無理を強いる事態を招かないよう、適切な周

知と理解がなされることが不可欠である。国民の理解を適切に求めていく周知

の具体的な枠組みについて、厚生労働省において早急に検討されるよう求める。 

 

 

 

１ 医師の労働時間管理の適正化に向けた取組 

 

労働時間短縮に向けた取組を行う上では実態を把握することが重要であるこ

NAOAM
テキスト ボックス
参考
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とから、まずは医師の在院時間について、客観的な把握を行う。ＩＣカード、

タイムカード等が導入されていない場合でも、出退勤時間の記録を上司が確認

する等、在院時間を的確に把握する。 

 

 

２ ３６協定等の自己点検 

 

 ３６協定の定めなく、また、３６協定に定める時間数を超えて時間外労働を

させていないかを確認する。また、医師を含む自機関の医療従事者とともに、

３６協定で定める時間外労働時間数について自己点検を行い、業務の必要性を

踏まえ、長時間労働とならないよう、必要に応じて見直しを行う。自己点検に

当たっては、診療科ごとの実態の違いを考慮した複数の定めとする対応も検討

する。あわせて、就業規則等の労働関係法令上作成が求められる書類について

も各医療機関で内容を確認した上で、自己点検後の３６協定等を適用対象であ

る医師に対してきちんと周知する。 

 

 

３ 既存の産業保健の仕組みの活用 

 

 労働安全衛生法に定める衛生委員会や産業医等、既存の産業保健の仕組みが

設置されていても十分に活用されていない実態を踏まえ、活用を図ることとし、

長時間勤務となっている医師、診療科等ごとに対応方策について個別に議論す

る。その上で、労働時間短縮の具体的な対策として４・６に掲げる事項等につ

いて検討する。 

 

 

４ タスク・シフティング（業務の移管）の推進 

 

各医療機関においては、医師の業務負担軽減のため、他職種へのタスク・シ

フティング（業務の移管）を推進する。 

○ 初療時の予診 

○ 検査手順の説明や入院の説明 

○ 薬の説明や服薬の指導 

○ 静脈採血 

○ 静脈注射 

○ 静脈ラインの確保 

○ 尿道カテーテルの留置（患者の性別を問わない） 

○ 診断書等の代行入力 

○ 患者の移動 
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等については、平成１９年通知（※）等の趣旨を踏まえ、医療安全に留意しつつ、

原則医師以外の職種により分担して実施することで、医師の負担を軽減する。

さらに、各医療機関において労働時間が長い医師について、その業務の内容を

再検討し、上記３の仕組みも活用しつつ、関係職種で可能な限り業務分担が図

れるよう検討を行う。 

また、特定行為研修を修了した看護師を有効に活用し、タスク・シフティン 

グを進めている医療機関があるという実態を踏まえ、特定行為研修の受講を推

進するとともに、生産性の向上と患者のニーズに対応するため、特定行為研修

を修了した看護師が適切に役割を発揮できるよう業務分担等を具体的に検討す

ることが望ましい。 

特に大学病院においては、今回緊急に実施した調査結果において他の病院団

体よりもタスク・シフティングが進んでいなかった現状を踏まえ、上記取組を

一層推進する。 

 （※）「医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分担の推進について」（平成19年12月28日医政発第1228001

号厚生労働省医政局長通知） 

 

 

５ 女性医師等に対する支援 

 

 医師が出産・育児、介護等のライフイベントで臨床に従事することやキャリ

ア形成の継続性が阻害されないよう、各医療機関において、短時間勤務等多様

で柔軟な働き方を推進するなどきめ細やかな対策を進める。 

 

 

６ 医療機関の状況に応じた医師の労働時間短縮に向けた取組 

 

 １～５については、勤務医を雇用するすべての医療機関において取り組むこ

とを基本とするが、これ以外に、各医療機関の置かれた状況に応じた医師の労

働時間短縮に向けた取組として、 

○ 勤務時間外に緊急でない患者の病状説明等の対応を行わないこと 

○ 当直明けの勤務負担の緩和（連続勤務時間数を考慮した退勤時刻の設定） 

○ 勤務間インターバルや完全休日の設定 

○ 複数主治医制の導入  

など各医療機関・診療科の特性を踏まえた取組を積極的に検討し、導入するよ

う努める。 

 

 

 

 


